
 

 

 

業務及び財産の状況に関する説明書 

【令和元年 10月期】 

 

 

 

 

 

 

 

 
この説明書は、金融商品取引法第４６条の４の規定に基づき、全ての営業所

又は 事務所に備え置き、公衆の縦覧に供するために作成したものです。 

 

 

 

 
 

トロント・ドミニオン日本証券株式会社 

 



 

 
 

Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

1. 商号 

トロント・ドミニオン日本証券株式会社 
 
 

2. 登録年月日（登録番号）  

  平成 29 年 6月 1日（関東財務局長（金商）第 2992号） 

 
3. 沿革及び経営の組織 

 

(1) 会社の沿革 
 

年 月 沿 革 

 
平成 29 年 6月 

金融商品取引法に基づく第一種金融商品取引業登録 

日本投資者保護基金に加入 

 

平成 29 年７月 
 

日本証券業協会に加入 

 

 

(2) 経営の組織 
 

 



 

 
 

4. 株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等 

の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

 

１．The Toronto Dominion Bank （銀行） 

株 

5,500,010 

％ 

100.00 

２． 以下余白   

３．   

４．   

５．   

６．   

７．   

８．   

９．   

10．   

その他（ 0 名）   

計 1 名 5,500,010 100.00 

 
5. 役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 大塚 武生 有 常勤 

代表取締役 河村 正治 有 常勤 

代表取締役 ジャヤント・ジョバン

プトラ 

有 非常勤 

取締役 キャリー・フォング 無 非常勤 

監査役 ジェーン・ジョン - 非常勤 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

6. 政令で定める使用人の氏名 

(1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則

をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他 い

かなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る

地位にある者を含む。）の氏名 

氏 名 役 職 名 

 
河村 正治 

代表取締役、コンプライアンス部長 

（内部管理統括責任者） 

 
(2) 投資助言業務（金融商品取引法（以下「法」という。）第 28 条第６項に規定する投資助言業

務をいう。）又は投資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言 又

は運用（その指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（法第２条第８ 項

第 11 号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者を含む。）

の氏名 

氏 名 役 職 名 

 該当なし  

  

(3) 投資助言・代理業（法第 28 条第３項に規定する投資助言・代理業をいう。）に関し、法第

29 条の２第１項第６号の営業所又は事務所の業務を統括する者（部長、次長、課長その他い

かなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る

地位にある者を含む。）の氏名 

氏 名 役 職 名 

該当なし  



 

 
 

7. 業務の種別 

 

（1）金融商品取引業 （平成 29 年 10月 31 日現在） 
 

 
 

（2）金融商品取引業に付随する業務 （平成 29 年 10 月 31 日現在） 
 

 
 

(3) 他に行っている事業の種類 

   該当なし 

 
 

8. 本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営

業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名 称 所 在 地 

 

 本店 

 〒100-0004  

 東京都千代田区大手町一丁目 1番 1号 

大手町パークビルディング 

 
9. 苦情処理及び紛争解決の体制 手続実施基本契約を締結する指定紛争解決機関 

 の名称 

  特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（第一種金融商品取引業） 

 

  

 

業 務 の 種 別 

 

① 第一種金融商品取引業 

・金融商品取引法第 28 条第 1 項第 1 号に掲げる行為に係る業務 

・金融商品取引法第 28 条第 1 項第 2 号に掲げる行為に係る業務 

 

業 務 の 種 別 

 

① 有価証券の貸借の媒介又は代理業務 

② 有価証券に関する顧客の代理業務務 

③ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務(投資顧問契約に該当するものを除く) 

④ 金融商品取引法施行令第 1条の 8の 6第 1項第 2号に定める範囲の店頭デリバティブ 

取引の媒介又は代理業務 

 



 

 
 

 10. 加入する金融商品取引業協会の名称  

  日本証券業協会 

 
 11. 加入する投資者保護基金の名称      

    日本投資者保護基金 

 

12. 対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

該当なし      

     

13. 会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

該当なし   

 

  14. 金融商品取引業等に関する内閣府令第 7 条第 3 号イ及び第 3 号の 2 から第 9 号

までに掲げる事項のうち当社が行う業務     

 有価証券関連業を行う旨      

   

 



 

 
 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

1. 当期の業務の概要  

前年同期に比べ、債券媒介取引は取引量が拡大しました。邦銀や政府機関等が発行

する外債の債券発行に係る相談業務を開始するための準備を行い、そのための新部

署も設立しました。新規業務である為替取引や CMO取引の準備も進めております。

オペレーションについては、顧客数・取引件数の増加と多様化に対応するため、シ

ステムサポートの強化と業務効率を図り、東京での窓口としても効率よく機能する

よう、改善を行っております。 

 

2. 業務の状況を示す指標 

(1)  経営成績等の推移 （単位：千円） 
 

 令和元年 10月期 平成 30年 10月期  平成 29年 10月期 

資本金 550,001 

 

            400,001 400,001 

資本剰余金 450,000 

 
300,000 300,000 

発行済株式総数 5,500,010株 4,000,010株 4,000,010株 

営業収益  1,158,328 

         

 1,146,164 

         

225,682 

（受入手数料）  1,158,328 

         

     1,146,164                 225,682 

（（委託手数料）） - - - 

（（引受け・売出し・特定 

投資家向け売付け勧誘等 

の手数料）） 

- - - 

（（募集・売出し・特定投 

資家向け売付け勧誘等の 

取扱い手数料）） 

- - - 

（（その他の受入手数料））  1,158,328 

         

1,146,164 225,682 

（トレーディング損益） - - - 

（（株券等）） - - - 

（（債券等）） - - - 

（（その他）） - - - 

純営業収益 105,303 

              

107,750              225,682 

経常損益 105,303 

 

 107,750 △55,240 

当期純損益  25,098 

 

 107,750 △58,620 

    



 

 
 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

 

① 株券の売買高の推移 

      該当なし 

 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定機関投資家向け売付け勧誘等並びに有価券

の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況   

                                                               （単位：百万）             

 

引 受 高 売 出 高 

特定投資 
家向け売 
付け勧誘 
等の総額 

募 集 の 
取 扱 高 

売出しの 
取 扱 高 

私 募 の 
取 扱 高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の取

扱高 

債 
 

 
 

券 

国債証券 － 
 

 －  － － 

地方債証券 － 
 

 －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社 債 券 － － － － － 
162,449 

－ 

計 － － － － － 
162,449 

－ 

                                  

(3) その他の業務の状況 

   該当なし 

 

(4) 自己資本規制比率の状況  

                                   （単位：%、百万円）             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和元年 10月期 平成 30年 10月期 平成 29年 10月期 

自己資本規制比率（Ａ／ 

Ｂ×100） 
272.6% 200.4% 295.3% 

固定化されていない自己 

資本（Ａ） 
826                437   381 

リスク相当額（Ｂ） 303                218 129 

 市場リスク相当額 -                  12 10 

取引先リスク相当額 2                   5                 2 

基礎的リスク相当額  301 201 
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(5) 使用人の総数及び外務員の総数 

                             （単位：名） 
 

 令和元年 10 月期 平成 30年 10月期 平成 29年 10月期 

使用人 10 10 8 

（うち外務員） 5 5 5 

 



 

Ⅲ．財産の状況に関する事項 
 

1. 経理の状況 

 

(1)  貸借対照表                                               （単位：千円） 
 

科       目 
令和元年 

10 月期 

平成 30年

10 月期 
科       目 

令和元年 

10 月期 

平成 30年

10 月期 

（ 資 産 の 部 ）     （ 負 債 の 部 ）     

流動資産   1,143,816  821,965 流動負債   316,867 384,205 

現金・預金  964,683 380,204 未払金 -           -           

前払金 - - 

  未払法人税等 

  未払費用 

 賞与引当金 

31,667 

91,641 

193,558 

98,238 

127,748 

158,220 

未収入金 7,856 7,934  負債合計 
        

316,867 

        

384,205 

未収収益 171,277 433,827 （ 純 資 産 の 部 ）     

固定資産  198,044              262,136 株主資本 
        

1,024,993 

        

700,001 

有形固定資産 101,451 153,894  資本金 
        

550,001 

        

400,001 

建物 33,257 69,811  資本剰余金 
        

450,000 

        

300,000 

器具備品 68,194 84,083 資本準備金 450,000 300,000 

投資その他の資産 96,593 108,242  利益剰余金 24,992 △105 

長期差入保証金 42,119 46,269   その他利益剰余金 24,992 △105 

長期前払費用 - 5,000      繰越利益剰余金 24,992 

 

△105 

 

繰延税金資産 26,553 38,361    

その他 

 

27,921 

 

 

18,613 

 

 純資産合計            
        

1,024,993 

        

699,896 

資産合計 
 

1,341,860 

 

1,084,101 
 負債・純資産合計           

 

1,341,860 

        

1,084,101 

 

 

  



 

 
 

(2)  損益計算書  

 
                                   （単位：千円） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

科目 
自 平成 30 年 11月 1 日 

至 令和元年 10月 31 日 

自 平成 29 年 11月 1 日 

至 平成 30 年 10月 31日 

営 業 収 益     

受 入 手 数 料  1,158,328  1,146,164 

営 業 収 益 計  1,158,328  1,146,164 

純 営 業 収 益 1,158,328 1,146,164 

販売費・一般管理費  1,053,026  1,038,414 

営  業  損 益 105,303  107,750 

営 業 外 収 益 -  -  

営 業 外 費 用 -  -  

経  常  損 益 105,303 107,750  

税 引 前 当 期 純 損 益 105,303 107,750  

 法人税、住民税及び事業税 68,397 90,635 

法 人 税 等 調 整 額 △11,808 38,361  

当  期  純  損  益 25,098  55,475 



 

 
 

(3)  株主資本等変動計算書  
 
   (自 平成 29 年 11月 1 日 至 平成 30 年 10 月 31 日）      （単位：千円） 
 

 
 株  主  資  本  

 

 

 

 

 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 純資産合計 
資本準備金 資本剰余金合計 

その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
繰越利益剰余金 

平成 30年 10月期 

平成 29年 11月 1日残高 400,001 300,000 300,000    △58,620 △58,620 641,381 641,381 

誤謬の訂正による累積的

影響額 
- - - 3,040 3,040 3,040 3,040 

訴求修正後当期首残高 400,001 300,000 300,000    △55,580 △55,580 644,421 644,421 

当期変動額  - -  -  55,475  55,475  55,475  55,475  

新株の発行 - - -               -    -                  - - 

当期純利益         -             -                -        55,475   55,475 55,475 55,475 

当期変動額合計         -             -                -        55,475   55,475 55,475 55,475 

平成 30年 10月 31日残高 400,001 300,000 300,000    △105 △105 699,896 699,896 

 
 
 

   (自 平成 30年 11月 1日 至 令和元年 10月 31日）      （単位：千円） 
 

 
 株  主  資  本  

 

 

 

 

 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 純資産合計 
資本準備金 資本剰余金合計 

その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
繰越利益剰余金 

令和元年 10月期 

平成 30年 11月 1日残高 400,001 300,000 300,000    △105    △105 699,895 699,895 

当期変動額        

新株の発行  150,000 150,000  150,000                -    -                  300,000 300,000 

当期純利益         -             -             -    25,098  25,098 25,098 25,098 

当期変動額合計  150,000 150,000  150,000  25,098 25,098 325,098 325,098 

令和元年 10月 31日残高 550,001 450,000 450,000 24,992 24,992 1,024,993 1,024,993 

 



 

「注記事項」 
 

1. 重要な会計方針に関する注記 
 

  （１）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物    3年 

器具備品  3～10 年 

 
（２）賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支払に備えるため、当社所定の計算方法による支払見込額を計上して 

    おります。 

 

（３）外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処 

理しております。 

 
  （４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

2．会計方針の変更等 
   特になし 

 

3．貸借対照表に関する注記 
 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 

             119,644 千円  

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  

 金銭債権 未収入金      171,277 千円 

金銭債務 未払金        67,621千円 

 

4．損益計算書に関する注記 
    

（１）関係会社との取引高  

        営業収益  受入手数料   1,158,328千円 

販売費及び一般管理費      389,097 千円 

 
 
 



 

 
 

 5．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式  5,500,010 株    

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

①配当財産が金銭である場合における当該金銭の総額 

なし 

②配当財産が金銭以外の財産である場合における当該財産の帳簿価額の総額  

なし  

 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、次のとおりであります。 

繰延税金資産 

賞与引当金     59,268千円 

減価償却費     22,914千円 

資産除去債務       2,753千円 

その他        10,463千円 

繰延税金資産小計   95,398千円 

評価性引当額    △68,845千円 

繰延税金資産合計    26,553千円 

 

繰延税金負債 

繰延税金負債合計      0千円 

 

繰延税金資産の純額  26,553千円 

 

 

6．関連当事者取引に関する注記 
 

（１）親会社及び法人主要株主等                        （単位：千円） 

属性 会社等の名称 
議決権等の

所有割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 

The Toronto-

Dominion 

Bank 

被所有 

直接 100％ 

サポートサー

ビス 

受入手数料 

業務委託費 

1,158,328 

338,245 

関係会社

未収収益    

関係会社

未払費用 

162,890 

 

 67,621  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

当事者間の協議の結果決定しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

（２）兄弟会社等                                                          （単位：千円） 

属性 会社等の名称 
議決権等の

所有割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社の

子会社 

TD 

Securities 

(USA) LLC 

なし 役務の提供 業務委託費 34,186 
関 係 会 社

未払費用 
1,100 

親会社の

子会社 

Toronto 

Dominion 

(South East 

Asia) 

Limited 

なし 役務の提供 業務委託費 
 

16,666  

関係会社 

未払費用 
 7,287 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

当事者間の協議の結果決定しております。 

 

 
7．1 株当たり情報に関する注記 
 
1株当たり純資産額  186 円 36 銭  

1株当たり当期純利益    4 円 87 銭  

 

  
  



 

 
 

2. 借入金の主要な借入先及び借入金額 

  該当なし 

 

 
3. 保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く） 

の取得価額、時価及び評価損益 

 該当なし 

 
4. デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く）の契 

約価額、時価及び評価損益 

   該当なし 

 
5. 財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無  

 

 当社は、令和元年 10月期（自 平成 30 年 11 月 1 日 至 令和元年 10 月 31 日）の計算書類

及びその附属明細書について、任意で新日本有限責任監査法人の監査を受け、適正意見の監査

報告書を受領しております。 

 
 
 
 
  



 

 
 

Ⅳ．内部管理の状況 

 
1. 内部管理の状況の概況 

  
 

 ・コンプライアンス部 

  コンプライアンス部の役割は以下の通りです。 

① コンプライアンス 

      当社の業務全般について、法令等の遵守状況を定期的にモニターし、遵守状況を代表取

締役に対して報告する。特に広告・勧誘資料審査、個人情報の管理、法人関係情報の管理、

当社の営業活動や個人投資活動の監視を行う。また苦情・トラブルの処理を行う。さらに

法令等に関する情報を随時的確に収集・管理し、研修の実施、文書の配布、社内規程の改

廃等の適切な方法により、全職員への周知徹底を図る。 

           当社の業務に伴い発生する各種リスクについての測定・モニタリング及び代表取締役へ

の報告を行う。また法令等に基づき、自己評価を行うとともに内部監査を必要に応じて補

佐する。さらに、法令遵守リスク管理プログラムの状況、マネーロンダリング対策

（AML）、テロ資金対策（ATF）、贈収賄及び腐敗行為防止（ABAC）の各制度の状況、当社

の業務の状況及びについて、トロント・ドミニオン銀行グループのコンプライアンス担当

者に報告する。 

② 法令等遵守状況の管理・監督 

③ インサイダー取引の発生防止・管理及び役職員の自己取引の管理 

④ 契約書類の作成及び対外文書・広告等の審査 

⑤ 社内規定の管理 

⑥ 苦情・紛争及び事故･事務ミス等への対応、処理 

⑦ 監督官庁・日本証券業協会等への諸報告・提出書類の届出・提出 

⑧ 監督官庁等の検査・調査対応 

⑨ 外国債券営業部によって行われる取引の時の本人確認の監督 

⑩ 利益相反管理体制の整備 

⑪ 法務全般（必要に応じて外部の弁護士と相談する。） 

⑫ 内部監査業務（必要に応じて内部監査を補佐する。） 

⑬ 外部監査の実施状況の確認、管理等 

⑭ リスク及び限度枠の適用状況の調査及び代表取締役社長への報告 

 

 

 ・財務・オペレーション部 

  財務・オペレーション部の役割は以下の通りです。 

① 経理・財務情報 

② 規制当局に提出する書類の作成 

③ 移転価格税制のプロセス及び割当についての監督 



 

 
 

④ 税務、確定申告 

⑤ リスク（市場リスク、取引先リスク及び基礎的リスク）の算定及び管理、コンプライ

アンス部への報告 

⑥ 自己資本規制比率の計算 

⑦ コンプライアンス部に対する月次の自己資本規制比率の報告 

⑧ 決済及びバックオフィス処理業務の監督 

⑨ 本人確認及びマネーロンダリング対策に関する事務 

⑩ 文書の保存に関する体制整備 

⑪ 電子的方法により帳簿から取引データを抽出し、仮取引確認書を作成し、顧客に送信

する。 

 
 ・管理部 

  管理部の役割は以下の通りです。 

① 株主総会及び取締役会に関連する事務の管理 

② 総務、人事、庶務及びオフィス設備の管理 

③ 情報開示に関する業務 

④ 顧客からの苦情の受付け及びコンプライアンス部への報告 

⑤ システムリスクの管理 

⑥ 災害・危機リスクを含むリスク管理とリスク管理会議の運営 

 

 
2. 内部監査について 

 

① 内部管理統括責任者は、当社の親会社であるトロント・ドミニオン銀行の監査部と連携

し、トロント・ドミニオン銀行グループの監査方針に従い、当社の内部監査を実施する。 

② コンプライアンス部は、必要に応じて当社の内部監査をサポートする。 

③ 当社の監査役は、内部管理統括責任者による監査について自己監査の弊害が生じること

のないようにする範囲で、内部監査の実施や報告、フォローアップにつき監視し、問題

があると認めた場合には、トロント・ドミニオン銀行の監査部に報告する。 

 

3．分別管理等の状況 

 

（1）金融商品取引法第 43 条の 2 の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

   該当なし 
 

② 有価証券の分別管理の状況  

  該当なし 

 

（2）金融商品取引法第 43 条の 2 の 2 の規定に基づく区分管理の状況  

該当なし 

 



 

 
 

（3）金融商品取引法第 43 条の 3 の規定に基づく区分管理の状況 

① 金融商品取引法第 43 条の 3 第 1 項の規定に基づく区分管理の状況  

該当なし 

② 金融商品取引法第 43 条の 3 第 2 項の規定に基づく区分管理の状況 

該当なし   

 



 

 
 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 
 

１．企業集団の構成  

該当なし 
 

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業

の内容等  

該当なし 
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